平成28年度
[image: image1.emf]イ　公務災害及び通勤災害補償等実施状況

件　数 補 償 等 額 件　数 補 償 等 額 件　数 補 償 等 額

件 円 件 円 件 円

療 養 補 償 費 2,920 841,841,977 1,891 453,144,521 2,437 617,687,706

休 業 補 償 費 1 420,662 2 379,032 1 72,036

傷病補償年金 0 0 1 2,087,208 0 0

障 害 補 償 費 92 227,811,040 85 227,822,051 87 233,905,038

介 護 補 償 費 7 3,905,400 7 3,515,560 7 3,983,820

遺 族 補 償 費 142 362,199,685 142 367,996,265 143 366,025,801

葬 祭 補 償 費 2 1,845,480 4 3,111,660 4 4,046,760

合　　　　　計 3,164 1,438,024,244 2,132 1,058,056,297 2,679 1,225,721,161

補 装 具 費 3 702,364 3 73,902 3 255,004

アフターケア費 3 755,638 3 716,060 3 748,666

休 業 援 護 金 1 140,197 2 126,309 1 24,012

奨 学 援 護 金 6 1,740,000 4 840,000 3 846,000

就労保育援護金 0 0 0 0 0 0

傷病特別支給金 0 0 1 1,140,000 0 0

障害特別支給金 26 6,390,000 18 11,550,000 20 8,010,000

遺族特別支給金 2 6,000,000 5 15,000,000 4 12,000,000

障害特別援護金 26 26,250,000 18 46,550,000 20 36,350,000

遺族特別援護金 2 37,200,000 5 80,100,000 4 67,100,000

傷病特別給付金 0 0 1 417,458 0 0

障害特別給付金 95 45,691,883 85 46,404,535 89 47,143,292

遺族特別給付金 143 73,264,085 144 74,603,616 145 73,535,663

合　　　　　計 307 198,134,167 289 277,521,880 292 246,012,637

3,471 1,636,158,411 2,421 1,335,578,177 2,971 1,471,733,798
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企画調整グループ
１　職員の勤務時間その他の勤務条件について

職員の勤務時間、休日、休暇等については、おおむね国に準じ、次の条例、規則及び規程に基づき実施している。なお、効率的な業務運営、職員の健康保持・増進を図る観点から、要綱、指針等に基づき、時間外勤務の縮減に向けた取り組みを行った。

○　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成7年大阪府条例第4号）

○　職員の勤務時間、休憩時間等に関する規程（昭和41年大阪府訓令第1号）

○　技能労務職員就業規則（平成23年大阪府規則第22号）

２　職員団体及び労働組合について

（1）交渉等について

一般職員の職員団体として大阪府職員労働組合及び自治労大阪府職員労働組合が、技能労務職員の労働組合として大阪府従業員組合、大阪府職員労働組合現業評議会及び自治労大阪府職現業労働組合がそれぞれ結成されている。また、連合体として、大阪府労働組合連合会及び大阪府関連労働組合連合会が結成されている。

ア　大阪府職員労働組合及び自治労大阪府職員労働組合について

　　　　地方公務員法第3章第9節各条及び職員団体の登録に関する条例に基づき、大阪府職員労働組合及び自治労大阪府職員労働組合が結成されている。平成28年度に、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、それぞれの職員団体から大阪府当局に要求があり、交渉を行った。

イ　大阪府従業員組合について

　　　　大阪府従業員組合は、地方公営企業等の労働関係に関する法律及び労働組合法に基づき、地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項に規定する一般職に属する職員によって組織された労働組合である。大阪府は、地方公営企業等の労働関係に関する法律第７条及び労働組合法第14条の規定により、同組合との間に昭和28年2月11日以来引き続き労働協約を締結し、同協約に基づき業務協議会を設置して、賃金その他給与に関する事項、その他の勤務条件等、労働協約第3条各号に定める事項を協議した。

ウ　大阪府職員労働組合現業評議会及び自治労大阪府職現業労働組合について

　　　　地方公営企業等の労働関係に関する法律及び労働組合法に基づき、地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項に規定する一般職に属する職員であって、大阪府職員労働組合に加入している者による大阪府職員労働組合現業評議会、並びに自治労大阪府職現業労働組合が結成されている。

　　　　大阪府は、地方公営企業等の労働関係に関する法律第７条及び労働組合法第14条の規定により、労働協約を締結し、賃金その他給与に関する事項、その他の勤務条件等、それぞれの労働協約第2条各号に定める事項を協議した。

エ　大阪府労働組合連合会（府労連）及び大阪府関連労働組合連合会（府労組連）について

　　　　自治労大阪府職員労働組合、大阪府従業員組合及び大阪府教職員組合の連合体として府労連が、大阪府職員労働組合及び大阪教職員組合の連合体として府労組連が結成されているが、平成28年度中において、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、それぞれの団体から大阪府当局に要求があり、交渉を行った。

（2）労使条例の運用について

適正かつ健全な労使関係の維持及び向上を図り、もって公務の能率の増進及び府政に対する府民の信頼の向上に資するため、府と職員団体等との交渉等に関し必要な事項を定めた「労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例（平成25年大阪府条例第104号）」及び「労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例施行規則（平成26年大阪府規則第23号）」に基づき交渉等を行うとともに、交渉内容の公表等を行った。

３　給与制度の概要について

（1）一般職の職員の給与関係条例等について

一般職の職員の給与は、次の条例及び規則に基づき支給している。

ア　条　　　　　例

職員の給与に関する条例（昭和40年大阪府条例第35号）

職員の管理職手当の特例に関する条例（平成27年大阪府条例第2号）

職員の特殊勤務手当に関する条例（平成10年大阪府条例第41号）

　職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（昭和39年大阪府条例第45号）

職員の退職手当に関する条例（昭和40年大阪府条例第4号）

職員の育児休業等に関する条例（平成4年大阪府条例第1号）

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年大阪府条例第1号）

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年大阪府条例第71号）

一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年大阪府条例第70号）

一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年大阪府条例第86号）

職員の高齢者部分休業に関する条例（平成17年大阪府条例第147号）

職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年大阪府条例第176号）

　　　　
イ　規　　　　　則

（知事部局職員に適用されていないものを除く。）

職員の給料に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第1号）

平成２３年改正条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則（平成23年大阪府人事委員会規則第5号）

職員の給与の支給方法等に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第11号）

職員の給料の調整額に関する規則（平成15年大阪府人事委員会規則第20号）

職員の管理職手当に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第2号）

職員の初任給調整手当に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第3号）

職員の扶養手当に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第4号）

職員の地域手当に関する規則（平成13年大阪府人事委員会規則第6号）

職員の住居手当に関する規則（昭和49年大阪府人事委員会規則第20号）

職員の通勤手当に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第5号）

職員の単身赴任手当に関する規則（平成2年大阪府人事委員会規則第4号）

職員の特殊勤務手当に関する規則（平成10年大阪府人事委員会規則第12号）

職員の農林漁業普及指導手当に関する規則（平成10年大阪府人事委員会規則第9号）

職員の時間外勤務手当に関する規則（平成6年大阪府人事委員会規則第1号）

職員の休日勤務手当に関する規則（昭和48年大阪府人事委員会規則第6号）

職員の宿日直手当の額を定める規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第10号）

職員の管理職員特別勤務手当に関する規則（平成3年大阪府人事委員会規則第22号）

職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和39年大阪府人事委員会規則第3号）

職員の退職手当に関する規則（昭和40年大阪府人事委員会規則第3号）

職員の育児休業等に関する規則（平成11年大阪府人事委員会規則第20号）

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則（昭和63年大阪府人事委員会規則第1号）

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（平成13年大阪府人事委員会規則第24号）

一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（平成13年大阪府人事委員会規則第23号）一般職の任期付職員の採用等に関する規則（平成14年大阪府人事委員会規則第19号）

上記の条例及び規則の規定内容は、おおむね国のとおりである。

（2）知事等の給与関係条例について

　　　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和22年大阪府条例第18号）

知事等の給料及び期末手当の特例に関する条例（平成27年大阪府条例第3号）

特別職の秘書の職の指定等に関する条例（平成16年大阪府条例第4号）

（3）現行給与制度の概要について

ア　給料に関すること

（ア）給　　料　　表

給料表の体系は、国に準じて適用している。

（イ）級　の　格　付

職務の級の区分、等級別基準職務表及び級別資格基準は、ほぼ国の取扱いに準じている。

　　　（ウ）初　　任　　給

採用時の初任給基準においては、府内の民間企業の新規採用者との均衡及び人材確保の観点から国に比し、4号高となっている。

（エ）昇給、昇格

基本的な取扱いは国どおりである。また、主査級以上の職への昇任の際には2号の昇給を実施している。

（オ）給料の調整額

社会福祉施設等に勤務する専門職員について、国の例に準じ給料の調整額を支給している。

イ　諸手当に関すること

（ア）地　域　手　当

民間の賃金水準及び物価等を考慮して、給料、管理職手当、扶養手当の月額の合計額の11％（医療職給料表（一）の適用を受ける職員については15％、東京都特別区に勤務する職員については14％）を支給している。

（イ）管理職手当

課長級以上の職にある者に対し、その者の占める職に応じ区分を定め、給料表の別並びに職務の級及び区分に応じて定める額を支給している。

（参考）５％カット(平成9年4月1日～平成30年3月31日)

（ウ）初任給調整手当

医療職給料表（一）の適用を受ける医師又は歯科医師について、国の4種の額に準じて支給している。（上限月額249,800円）

（エ）扶　養　手　当

扶養に係る手当について、国に準じて支給している。

（オ）住　居　手　当

借家・借間に係る手当について、国に準じて支給している。

（カ）通　勤　手　当

原則として６箇月の通勤に要する運賃等の額を支給することとしている。（交通用具使用者については、使用距離により、月額2,000円から31,600円（通勤が困難であると認められる身体に障害を有する職員にあっては43,600円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額）に支給対象期間の月数を乗じた額を支給している。）

（キ）特殊勤務手当

基本的には国に準じているが、国にない府独自の業務については、その職務内容や他府県との均衡等を考慮して支給している。

（ク）時間外勤務手当

同一週を超える週休日の振替等による時間外勤務手当及び勤務1時間当たりの給与額については、労働基準法の規定等の趣旨を踏まえて定めているほかは国に準じて支給している。

（ケ）休日勤務手当及び夜間勤務手当

勤務1時間当たりの給与額については、労働基準法の規定等の趣旨を踏まえて定めているほかは国に準じて支給している。

（コ）宿日直手当

宿日直手当として勤務1回につき6,700円（半日直の場合は3,350円）を支給している。

（サ）期末手当及び勤勉手当

国の支給率に準じて支給している。

（シ）退　職　手　当

国の支給率に準じて支給している。

（ス）その他手当

単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当については、国の制度に準じて支給している。

（4）技能労務職員の給与について

技能労務職員（現業職員）については「技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例

（平成23年大阪府条例第５号）」により給与を支給している。

（5）特別職の給料及び手当について

「知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和22年大阪府条例第18号）」等により給料等を支給しているほか、知事、副知事、教育長等の給料、期末手当及び退職手当を、平成27年4月1日から平成30年3月31日まで次のとおり減額している。

（参考）知　事：給料　30%、期末手当　30%

　　　　副知事：給料　14%、期末手当　15%、退職手当　50%

　　　　教育長：給料　 4%、期末手当　10%、退職手当　50%

４　職員の給与制度の改正等について

（1）平成28年の給与改定

平成28年4月の公民の給与較差等に基づく給与改定についての勧告を踏まえ、「職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２８年大阪府条例第106号）」により、所要の改正を行った。

ア　給料表の改定（平成29年１月～）

　　給料月額について給料表を改定し、引下げを行った。

　　また、平成２９年２月の給料月額において、所要の調整を実施した。

イ　期末手当及び勤勉手当の支給割合の改定（平成28年4月1日～）

　　　期末手当及び勤勉手当の支給割合の引上げを行った。

　　　　ウ　扶養手当の改定（平成29年4月1日～）

　　　　　　子に係る支給額の引上げ及び配偶者に係る支給額の引下げ等を行った。

　　　（参考：改正の概要）

　　　　ア　 人事委員会勧告（平成28年10月）を踏まえ、公民の給与較差を解消するため、行政職給料表は一律0.3％の引下げ。行政職給料表以外の給料表は、行政職給料表との均衡を基本として改定を行った。

　　　　　　　また、平成２９年２月の給料月額において、平成２８年４月から１２月までの較差相当額を解消するための所要の調整を実施した。

イ　 人事委員会勧告（平成28年10月）を踏まえ、民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.1月分（再任用職員は0.05月分）引き上げた。民間の特別給の支給状況等を踏まえれば、勤勉手当のウエイトをより高めることが適当であると考えられることから、引上げ分は勤勉手当に配分することとした。なお、任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引上げることとした。

ウ　人事委員会勧告（平成28年10月）を踏まえ、扶養手当を以下のとおり改正し、平成29年４月から段階実施（平成32年度まで）することとした。

　　　　　　　配偶者　：　月額13,800 円　→　月額 6,500円

　　　　　　　子　　　：  月額　6,500円　→　月額10,000円

　　　　　本庁課長等（行政職６級）の職員　　　　　  ：　子以外の扶養親族3,500円

　　　　　部長級・次長級（行政職８級・７級）の職員　：　子以外の扶養親族非支給

（2）特殊勤務手当の改正（平成29年4月1日～）

　　　税務手当の支給対象業務及び支給額について見直しを行った。

	
	改正後
	改正前

	支給対象業務
	①勤務公署外で行う納税者等と対面等により行う交渉等の業務（電話によるものを除く。）

②勤務公署内で行う納税者等と対面等により行う交渉等の業務（電話によるものを除く。）
	①府税の賦課徴収に係る業務

②府税の徴収に係る業務

	支給額
	①日額　750円

②日額　250円
	①日額　　830円（出張加算　550円）

②日額　1,030円（出張加算　550円）


（3）平成29年度の特例減額

平成29年度の財政状況を踏まえ、管理職手当の支給額の5％を減額する特例減額期間を平成30年3月31日まで延長した。

５　職員の旅費について

職員の旅費は、次の条例、規則及び通知等に基づき支給している。
○　職員の旅費に関する条例（昭和40年大阪府条例第37号）

○　職員の旅費に関する規則（昭和41年大阪府人事委員会規則第14号）

○　職員の旅費に関する条例の運用について（通知）（昭和41年大人委第557号）

○　旅費の支給について（通知）（昭和41年1月17日給内第101号）

６　特別職報酬等審議会の開催実績について（平成28年11月）

平成27年度答申及び意見具申並びに平成28年大阪府人事委員会勧告への大阪府の対応状況について報告した。

	
	開催日
	主な審議内容

	第１回
	H28.11.25
	・対応状況報告


健康管理グループ

１　職員健康管理事業

　職員の疾病予防､健康の保持増進のための各種健康診断､安全衛生教育の実施、快適な職場環境を確保するため、各種事業等を実施することにより職員の元気回復を図り､また職員の健康、心身等の諸問題について相談に応じることで、勤労意欲を高めると同時に､職場能率の向上を図ることを目的として健康管理事業を行った。

　　また、大阪府職員安全衛生管理規程により、安全衛生協議会等を設置し、産業医を５名任命するとともに、嘱託産業医を本庁に７名（うちストレス相談室に５名）及び府内各地域に１５名を配置するなど健康管理体制の強化に努めた。
　根 拠 法 令  　　地方公務員法

　　　　　　     　労働安全衛生法

　　　　　　   　　大阪府職員安全衛生管理規程

（１）　一般定期健康診断

ア　健 診 結 果

	区　　　分
	要受診者
	受診者
	受診率
	１　　　次　　　健　　　診
	２　　　次　　　健　　　診

	
	
	
	
	異常なし
	要観察
	要医療
	要精検
	異常なし
	要観察
	要医療
	未受診

	全  職  員
	6,311
	6,008
	95.2
	2,105
	1,566
	2,337
	0
	0
	0
	0
	0

	内

 訳
	29歳以下
	887
	859
	96.8
	612
	165
	82
	0
	0
	0
	0
	0

	
	30～34歳
	843
	774
	91.8
	435
	200
	139
	0
	0
	0
	0
	0

	
	35歳以上
	4,142
	3,936
	95.0
	804
	1,078
	2,054
	0
	0
	0
	0
	0

	
	雇 入 時
	439
	439
	100.0
	254
	123
	62
	0
	0
	0
	0
	0


 (注)　人間ドック受診者及び休職等による受診不能者を除く。

イ　２次健診結果（検査項目別内訳）

	検 査 項 目
	対　象　者
	受　　　　　　　　診　　　　　　　　者
	未受診者

	
	
	異 常 な し
	要　観　察
	要　医　療
	合　　　計
	

	胸部X線
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	血圧
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	腎臓泌尿器
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	糖代謝
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	肝機能
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	脂質
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	貧血
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	心電図
	０
	０
	０
	０
	０
	０


（２）　業務別特別健康診断

	業 務 別
	回別
	要受診者
	受 診 者
	受 診 率
	健　　　診　　　結　　　果

	
	
	
	
	
	異常なし
	要観察
	要治療
	業務禁止

	放射線
	１
	人

１５
	人

１５
	％

１００.０
	人

１５
	人

０
	人

０
	人

０

	
	２
	１５
	１５
	１００.０
	１５
	０
	０
	０

	手指作業
	１
	４３
	４１
	９５．３
	４０
	１
	０
	０

	
	２
	４３
	４１
	９５．３
	４１
	０
	０
	０

	有機溶剤
	１
	１２０
	１１９
	９９.２
	１１９
	０
	０
	０

	
	２
	１１５
	１１３
	９８.３
	１１３
	０
	０
	０

	特定化学物質
	１
	７４
	７０
	９４.６
	７０
	０
	０
	０

	
	２
	７６
	７６
	１００．０
	７６
	０
	０
	０

	重度心身障がい者

介護業務
	１
	２１８
	２０８
	９５.４
	２０３
	５
	０
	０

	
	２
	２１８
	２０８
	９５.４
	２０７
	０
	１
	０

	振動
	１
	９０
	８９
	９８．９　
	８９
	０
	０
	０

	
	２
	８８
	８７
	９８．９　
	８７
	０
	０
	０

	騒音
	１
	０
	０
	―
	―
	―
	―
	―

	
	２
	０
	０
	―
	―
	―
	―
	―

	高気圧
	１
	０
	０
	―
	―
	―
	―
	―

	
	２
	０
	０
	―
	―
	―
	―
	―

	ＶＤＴ

作業
	１
	７９７
	７１５
	８９．７
	６９６
	１５
	４
	０

	海外派遣
	随時
	１
	１
	１００．０　
	０
	０
	１
	０

	粉じん
	1/３年
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―


（３）　その他の健康診断

ア　胃集団検診（人間ドック受診者を除く。）

	受検対象者
	受検者
	検　　　　　　　　　　　診　　　　　　　　　　　結　　　　　　　　　　　果

	
	
	異常なし
	要精検者
	精　　　　　　　検　　　　　　　結　　　　　　　果

	
	
	
	
	異常なし
	要観察
	要医療
	未受診

	3,257
	1,651
	1,621
	28
	7
	11
	2
	8


(注)　異常なしには、精検に至らない有所見者を含む

イ　女性検診

	項目
	受検対象者
	申込者
	受検者
	異常なし
	要観察
	要再検
	要精検
	要治療

	子宮

(20歳以上

の偶数年齢)
	人

1457


	人

636


	人

526


	人

482

(523)
	人

29

(0)
	人

1

(0)
	人

7

(3)
	人

7

(0)

	乳房

(35歳以上

の偶数年齢)
	874
	302
	247
	237
	3
	0
	7

　　　
	0


＊　(　)は細胞診判定（がん判定）の人

ウ　大 腸 検 診（人間ドック受診者を除く。）

	受  検

対象者

40歳以上

職    員
	申込者
	決定者
	受検者
	検　　　診　　　結　　　果

	
	
	
	
	異常なし
	要精検者

	人

3,531
	人

1,475
	人

1,475
	人

1,302
	人

1,239
	人

63


エ　臨時健康診断（過重労働による健康障害防止のための健康診断）

	対象者
	受診者
	健診結果

	
	
	異常なし
	要観察
	要治療

	人

0
	人

0
	人

0
	人

0
	人

0


（４）　安全衛生教育他

ア　安全週間、労働衛生週間行事         ７月、１０月の２回

イ　職場別健康教育                           　　　　４回

ウ　「職員健康管理事業」の作成配付

エ　啓発冊子等の配布

オ　３０歳職員健康教育　　　　　　　　　　　　　　　 ２回

カ　環境衛生大掃除　　　　　　　　　　　 ３回      全職場
キ　ネズミ駆除１回、ゴキブリ駆除１回           全出先機関

ク　事務室環境測定機器の設置                       ４カ所

ケ　有害物質取扱作業場環境測定           ２回  １４事業所

コ　禁煙講座等（メールによる禁煙サポート含む。）　　　４回

サ　４０歳職員健康教育　　　　　　　　　　　　　　 　５回

　

（５）　体育、文化、レクリエーション

	事    業    名
	事  業  内  容

	体育・文化クラブの育成
	体　育　部　　１７部

文　化　部　　　８部


（６）　保健指導及び健康相談

　　　　ア　過重労働による健康障害防止のための産業医による保健指導等

　　　　(ｱ) 所属長に対する助言指導　　　　　　　　　　　　 　２８人

　　　　　　所属長に対する再助言指導　　　　　　　　　　　　　 ０人

　　　　(ｲ) 職員に対する保健指導　　　　　　　　　　　　　 １５７人

      　　　職員に対する再保健指導　　　　　　　 　　　　　　　２人

イ  個人面接による指導及び相談

・　本庁産業医

(ｱ) 健診・人間ドック後の事後措置 　　　　　　　　１２７件

　　　　　(ｲ) 復職に関する相談、健康相談、その他 　　　　　１７７件

・　保健師

(ｱ) 保健指導室における実施件数                   ６７２件

(ｲ) 各出先機関における実施件数                   ２５７件

ウ　集団、グループを対象としての保健指導    　６回   ３５４件

エ　電話による保健相談・指導                         ３１２件

オ　文書による保健指導                         　６，２５７件

カ　メールによる保健指導 　　　　　　　　　　　　　　３１６件

（７）　ストレス相談

ア　相 談 件 数　　　　　　　　　　　　　　　イ　所属・家族による相談件数

	相談件数
	備考

	
	実人数
	うち新規受付

	６２９件
	１４２人
	５０人


	相談件数
	相談対象職員数

	４００件
	１２６人


（８）　ストレスチェック

ア　実施期間
　　　平成28年10月26日（水）～11月25日（金）
イ　受検状況
	対象者数
	受検者数
	受検率

	9,502名
	8,657名
	91.11％


ウ　集団分析状況
	対象所属数
	集団分析所属数

	220所属
	211所属


※9所属については、受検者（未回答、複数回答等回答に不備のあった職員を除く）が10名未満のため、分析不可
（９）　安全衛生協議会の開催

	年      月      日
	審　　議　　事　　項　　及　　び　　報　　告　　事　　項

	平成２８．７．２２
	(1)27年度　職員健康管理事業の実施状況（第４四半期）について

(2) その他

・ストレスチェック関係

	平成２８．１２．２１
	(1)28年度　職員健康管理事業（上半期）

　・職員の時間外勤務の状況

(2)その他

　・ストレスチェック関係

　・健康管理ニュース等（ﾉﾛｳｲﾙｽ、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ）

・27年度　職員健康管理事業

	平成２９．３．１７
	(1)28年度　職員健康管理事業の実施状況について

　・部局別時間外勤務

(2)29年度　職員健康管理事業計画（案）について

　・29年度職員安全衛生関係スケジュール

(3)28年度　ストレスチェック制度実施状況


（10）　本庁安全衛生委員会の開催

	年      月      日
	審　　議　　事　　項　　及　　び　　報　　告　　事　　項

	平成２８．７．１９
	(1) 27年度　職員健康管理事業（第４四半期）の実施状況

(2) その他

・ストレスチェック関係

	平成２８．１１．１５
	(1) 28年度　職員健康管理事業（第２四半期）の実施状況

(2) その他

・「ストレスチェック＆セルフケアセミナー」の実施について

	平成２９．１．２０
	(1) 28年度　職員健康管理事業（第３四半期）の実施状況

　・部局別時間外勤務

(2)その他

	平成２９．３．１５
	(1) 28年度　職員健康管理事業の実施状況

　・部局別時間外勤務

(2) その他

　・29年度　職員安全衛生関係スケジュール（案）


（11）　咲洲庁舎安全衛生委員会の開催

	年      月      日
	審　　議　　事　　項　　及　　び　　報　　告　　事　　項

	平成２８．７．２７
	(1) 27年度　職員健康管理事業（第４四半期）の実施状況

(2) その他

・ストレスチェック関係

	平成２８．１１．８
	(1) 28年度　職員健康管理事業（第２四半期）の実施状況

(2)その他

・「ストレスチェック＆セルフケアセミナー」の実施について

	平成２９．１．２６
	(1) 28年度 職員健康管理事業の実施状況

(2) その他

　・咲洲庁舎の長周期地震動対策について

	平成２９．３．１６
	(1)  28年度 職員健康管理事業の実施状況

　・部局別時間外勤務

(2) その他

　・29年度　職員安全衛生関係スケジュール（案）


（12）　嘱託産業医委嘱状況

	担　　　当　　　地　　　域　　　名
	担　　当　　産　　業　　医
	相 談 件 数

	なにわ北府税事務所　　　他1事業場

寝屋川水系改修工営所　　

なにわ南府税事務所　　　他２所属

中央府税事務所　　　　　他１所属

公衆衛生研究所　　　　　他３所属

北河内府税事務所　　　　他１所属

三島府税事務所　　　　　他３所属

茨木保健所

豊能府税事務所　　　　　他１所属

鳳土木事務所　　　　　　他３所属

教育センター　　　　　　　

泉佐野保健所　　　　　　他５所属

南河内府税事務所　　　　他４所属

八尾土木事務所　　　　　他１所属

中央子ども家庭センター
	桝　　　屋　　　義　　　雄

杉　　　岡　　　武　　　彦

近　　　藤　　　寛　　　也

浅　　　井　　　　　　　晃

岩　　　本　　　伸　　　一

阿　　　部　　　源　三　郎

井　　　上　　　　　　　隆

城　　　谷　　　敬　　　子

仁　　　科　　　昌　　　久

山　　　崎　　　雄　一　郎

小　　　田　　　　　　　真

宮　　　本　　　治　　　子

東　　　條　　　正　　　英

井　　　上　　　源　二　郎

大　　　屋　　　正　　　章
	４件

５件

１２件

１１件

１３件

４件

７件

３件

５件

８９件

８件

１７件

２２件

７件

０件

	
	２０７件


	ストレス相談室
	館　　　　　　　純　　　子
稲　　　田　　　泰　　　之

北　　　中　　　由　　　里

北　　　中　　　淳　　　悟

吉　　　田　　　　　　　祥


	本庁
	濵　　　野　　　萬　智　子

安　　　山　　　圭　　　一


公務災害グループ
１　常勤職員の災害補償について

(1)　地方公務員災害補償基金大阪府支部

地方公務員災害補償基金（以下「基金」という。）は、地方公務員等の公務災害又は通勤災害に対する補償その他必要な事業を実施するため、地方公務員災害補償法（以下「法」という。）に基づいて設置された法人であり（法第３条）、主たる事務所（基金本部）を東京都に、従たる事務所（支部）を都道府県及び指定都市ごとに置くこととされている（法第４条）。

大阪府支部は、総務部人事局企画厚生課内に設置され、大阪府、府内市町村（大阪市及び堺市を除く。）及び一部事務組合等の常勤職員の災害補償に関する事務を行っている。
(2)　大阪府支部の組織

支部長には大阪府知事があたり（基金定款第３条）、副支部長、事務長、事務次長、主査、主事、出納員その他の職員は大阪府職員が便宜供与により兼任している（法第１３条第１項）。

(3)　基金の費用

基金の業務に要する費用は、各地方公共団体等の負担金その他の収入をもって充てることとされており、各地方公共団体等の負担金の額は、基金の定款で定める職務の種類による職員の区分に応じ、当該職務の種類ごとの職員に係る給与の総額に、基金の定款で定める割合をそれぞれ乗じ、さらに、都道府県、指定都市、中核市及び特例市においては、給付費と負担金の額の割合で算定した率（最大±２０％。５％ずつ４段階）を乗じて得た額の合計額とされている（法第４９条）。

大阪府支部においては、平成２８年度の概算負担金として総額1,479,719,532円を基金本部へ納付した。
(4)　 公務災害及び通勤災害の認定状況並びに補償等の実施状況

ア　公務災害及び通勤災害認定処理件数　　　　　　　　　　　（件）

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	府
	公務上
	1,165

(2)
	889

(2)
	1,146

(1)

	
	通勤該当
	149


	107


	136



	
	公務外
	21

(2)
	17

(1)
	24



	
	通勤非該当
	3


	5


	4



	市町村等
	公務上
	742


	568

(1)
	695

(2)

	
	通勤該当
	136


	106


	129



	
	公務外
	24


	6


	22



	
	通勤非該当
	6
	3


	0



	合　計
	公務上
	1,907

(2)
	1,457

(3)
	1,841

(3)

	
	通勤該当
	285

(1)
	213


	265



	
	公務外
	45

(5)
	23

(1)
	46



	
	通勤非該当
	9


	8


	4




　　（注）　（　）は、死亡事案の件数を内書きしている。


２　非常勤職員の災害補償について

(1)　災害補償の実施機関

非常勤職員の災害補償は、非常勤職員の災害補償に関する条例（以下「条例」という。）により、議会の議員については議会の議長、執行機関たる委員会の非常勤の委員及び非常勤の監査委員については知事、その他の職員については各任命権者が実施機関となり、認定、補償等を行っている（条例第３条）。
なお、知事が実施機関となり認定、補償等に関する事務を行ったのは次のとおりである。
(2)　公務災害及び通勤災害の認定状況並びに補償等の実施状況

　　ア　非常勤職員の災害認定処理件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	公務上
	通　勤

該　当
	公務外
	通　勤

非該当
	合　計
	公務上
	通　勤

該　当
	公務外
	通　勤

非該当
	合　計
	公務上
	通　勤

該　当
	公務外
	通　勤

非該当
	合　計

	７
	２
	０
	１
	１０
	２
	１
	０
	０
	３
	７
	０
	０
	０
	７


　
	イ　非常勤職員の災害補償等実施状況
	
	

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	
	件数
	補 償 等 額
	件数
	補 償 等 額
	件数
	補 償 等 額

	補　　償　　費
	
	件
	円
	件
	円
	件
	円

	
	療　養　補　償　費
	13
	3,037,486
	4
	952,215
	7
	923,333

	
	休　業　補　償　費
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	障　害　補　償　費
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	合　　　計
	13
	3,037,486
	4
	952,215
	7
	923,333

	福祉事業費
	休　業　援　護　金
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	障害特別支給金等
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	合　　　計
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	総　　　　　計
	13
	3,037,486
	4
	952,215
	7
	923,333


事務事業実績
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